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手  当  等  の  一  覧  表 

                （令和７年４月１日現在） 

名  称 支  給  対  象 支 給 額 支給月 所管課名 

敬老金（市）・ 

敬老祝い品（県） 

8月1日現在で以下に該当し、市内に居

住する方 

・米寿（数え88歳） 

・白寿（数え99歳） 

・数え 100歳以上 

市 

・米寿    10,000円 

・白寿及び数え100歳以

上      30,000円 

8月 市・県・国の 

制度 

高齢障がい支

援課 
県 数え100歳  記念品 

9月 

老人の日記念品

（国） 

大正 13年 4月 1日から大正 14年 3月

31 日までの間に出生した者であって、

令和6年9月1日現在において存命の方 

国 お祝い状及び記念品 

9月 

特別障害者手当 

（20歳以上） 

※社会福祉施設

入所者、3 ヶ月以

上の長期入院者

を除く。 

※所得制限あり。 

身体障がいと知的障がいを合併し

ている者で常時特別の介護を必要

とする方 

A      月額 36,440円 

5月 

8月 

11月 

2月 

国の制度 

高齢障がい支

援課 

※ 左記金額に

は次の県特

別障害者等

手当を含

む。 

特別障害者手

当 

A種 6,850円 

B種 1,050円 

その他 

A種 6,900円 

B種1,150円 

身体障がい又は知的障がいであっ

て常時特別の介護を必要とする方 
B 月額 30,640円 

精神障がい、肝臓又は血液疾患等で

常時特別の介護を必要とする方 
C 月額 29,590円 

経過的福祉手当 

（20歳以上） 

※社会福祉施設

入所者を除く。 

※所得制限あり。 

従来の福祉手当受給者のうち特別

障害者手当の支給要件に該当せず、

かつ障害基礎年金も支給されない

方 

A 月額 23,000円 

B 月額 17,250円 

C 月額 16,100円 

障害児福祉手当 

（20歳未満） 

※社会福祉施設

入所者を除く。 

※所得制限あり。 

1級の身体障がい児 

2級の身体障がい児の一部（常時介

護が必要な者） 

IQ20以下の知的障がい児 

A 月額 23,000円 

B 月額 17,250円 

C 月額 16,100円 

在宅重度障害者

手当 

※社会福祉施設

入所者、3 ヶ月以

上の長期入院者

を除く。 

1級～2級の重度身体障がい者 

IQ35以下の知的障がい者 

3 級の身体障がい者で IQ50 以下の合併

症の方 

※65 歳以上で初めて障害者手帳を取得

された方を除く。所得制限あり。 

・1種重度障がい者  

月額 15,500円 

・2種重度障がい者  

月額  6,750円 

4月 

8月 

12月 

県の制度 

高齢障がい支

援課 

心身障がい者 

扶助料 

①身体障がい者手帳所持者 

②療育手帳所持者 

③介護保険法の要介護4・5 

④精神保健福祉手帳所持者 

※社会福祉施設入所者は除く。 

※重複受給は不可 

・① 1級～3級 ② 全員 

③ 全員 ④ 1級 

月額 6,500円 

・①及び②のうち福祉手当受

給者 ④ 2級 

月額 4,300円 

・① 4級～6級 ④ 3級 

月額 3,400円 

9月 

3月 

市の制度 

高齢障がい支

援課 

特定疾病り患者

扶助料 

県が定める特定疾患医療給付並びに小

児慢性特定疾患治療研究事業の医療費

助成を受けている方 

※心身障害者扶助料との重複受給は 

不可 

月額 6,500円 9月 

3月 

市の制度 

高齢障がい支

援課 
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名  称 支  給  対  象 支 給 額 支給月 所管課名 

児童手当 高校卒業（18歳に達する年度の３月 31

日）までの児童を養育している方 

※申請の翌月分から対象、 

所得制限なし 

・０歳～３歳未満：15,000円 

（第３子以降30,000円） 

・３歳以上～高校生年代まで 

 ：10,000円 

（第３子以降30,000円） 

２月 

４月 

６月 

８月 

10月 

12月 

国の制度 

こども若者支

援課 

児童扶養手当 離婚等で父か母がいないか、父か母が重

度の障がい（1～2 級程度）などの状態

にある 18歳以下の児童（一定の障がい

がある場合は 20歳未満）を監護養育し

ている方 

※申請の翌月分から対象、 

所得制限あり 

全部支給の場合 

・児童 1人…46,690円 

・児童 2人…57,720円 

一部支給の場合 

所得に応じて変動 

※監護養育する児童が 1 人増

すごとに加算あり。 

5月 

7月 

9月 

11月 

1月 

3月 

国の制度 

こども若者支

援課 

特別児童扶養 

手当 

重度又は中度の心身障がい児（20 歳未

満）を監護養育している方 

※申請の翌月分から支給、 

所得制限あり 

・1級（療育手帳A判定、身体

障害者手帳1、2級程度） 

月額 56,800円 

・2級（療育手帳B判定、身体

障害者手帳3、4級（一部）程

度）     月額 37,830円 

4月 

8月 

11月 

国の制度 

高齢障がい支

援課 

愛知県遺児手当 県内に住所があり、離婚等で父か母がい

ないか、または、父か母が重度の障がい

などの状態にある 18歳以下の児童を監

護養育している方 

※申請月から対象、 

所得制限あり 

児童1人につき 

1～3年目 月額4,350円 

4～5年目 月額2,175円 

6年目以降 支給対象外 

※支給停止の期間も含む。 

※以前受給資格を喪失した方

はこの限りでない。 

5月 

7月 

9月 

11月 

1月 

3月 

県の制度 

こども若者支

援課 

大府市遺児手当 市内に住所があり、離婚等で父か母がい

ないか、または、父か母が重度の障がい

などの状態にある18歳以下の児童を 

監護養育している方 

※申請月から対象、 

所得制限あり。 

児童 1人につき月額 3,500円

対象期間：申請開始から 5 年

間  

6年目以降 対象外 

※支給停止の期間も含む。 

※以前受給資格を喪失した方

はこの限りでない。 

5月 

11月 

市の制度 

こども若者支

援課 

母子・父子家庭自

立支援教育訓練

給付金 

就職やスキルアップのため、事前に指定

を受けた講座を受講する母子家庭の母

及び父子家庭の父で、下記要件をすべて

満たす方 

・市内在住の 20歳未満の児童を扶養し

ている方 

・母子･父子自立支援プログラム策定等 

を受けている方 

・講座を受講することが適職に就くた 

めに必要と認められる方 

・過去に自立支援教育訓練給付金を 

 受給していない方 

※事前相談必要 

【雇用保険非該当者】 

対象講座の受講料の 60％相当

額（上限 200,000 円、下限

12,001円） 

※専門実践教育訓練給付金対

象講座を受講する場合（上限

400,000 円×修業年数 最大

1,600,000円）なお受講終了後

１年以内に資格取得し、かつ

その資格を活かした就職等し

た場合は25％の追加支給あり 

【雇用保険該当者】 

上記の金額から雇用保険から

の給付金額を差し引いた額 

受講終

了後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の制度 

こども若者支

援課 
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名  称 支  給  対  象 支 給 額 支給月 所管課名 

母子・父子家庭高

等職業訓練促進

給付金等 

就職や転職のため、養成機関に６か月以

上の通学をする母子家庭の母及び父子

家庭の父で、下記要件をすべて満たす方 

・市内在住の 20歳未満の児童を扶養し

ている方 

・児童扶養手当受給者または本人所得 

が所得制限未満の方※所得水準超過

１年以内であれば支給対象 

・適職に就くために対象資格を取得す 

ることが必要と認められる方 

・仕事（育児）と修学との両立が困難と 

認められる方 

・過去に高等職業訓練促進給付金を 

 受給していない方 

※事前相談必要 

・高等職業訓練促進給付金 

全期間（上限48月） 

住民税非課税世帯 月額 

100,000円 

住民税課税世帯  月額 

70,500円 

※修学最終の12か月は月額

40,000円加算 

 

・高等職業訓練修了支援給付

金（１回のみ） 

住民税非課税世帯 50,000円 

住民税課税世帯  25,000円 

毎月 

 

 

 

 

 

 

 

 

受講終

了後 

国の制度 

こども若者支

援課 

災害見舞金 震災・風水害、火災、水難死亡事故等で

災害を受けた方 

・死亡見舞金 

1級200,000円 

2級100,000円 

・物損見舞金 

1級160,000円 

2級80,000円 

3級30,000円 

災害が

発生し

たその

都度 

市の制度 

地域福祉課 

在日外国人福祉

給付金 

制度上無年金となっている外国人の 

高齢者及び重度心身障がい者 

・高齢者  月額10,000円 

・障がい者 月額20,000円 

9月 

3月 

市の制度 

地域福祉課 

災害弔慰金 自然災害により死亡した市民の遺族 

※災害弔慰金の支給等に関する法律施

行令に規定する自然災害が対象 

・死亡者が支給対象者の主た

る生計者であった場合  

5,000,000円 

・上記以外  2,500,000円 

災害が

発生し

たその

都度 

市・県・国の 

制度 

地域福祉課 

災害障害見舞金 

 

自然災害により精神又は身体に著しい

障がい（両眼失明、要常時介護、両上肢

ひじ関節以上切断当）を受けた市民 

※災害弔慰金の支給等に関する法律施

行令に規定する自然災害が対象 

・支給対象者が、負傷当時属

する世帯の主たる生計者であ

った場合   2,500,000円 

・上記以外  1,250,000円 

災害が

発生し

たその

都度 

市・県・国の 

制度 

地域福祉課 

被災者生活再建

支援金 

自然災害によりその生活基盤に著しい

被害を受けた方で、被災者生活再建支援

法による支援の対象とならない被災世

帯 

・基礎支援金 

住宅の被害の程度（①全壊、

②半壊解体・敷地被害解体、

③大規模半壊、④中規模半壊

いずれか）による。 

・加算支援金 

基礎支援金に加え、住宅の再

建方法（建設・購入、補修、

賃借）により支給 

※両支援金とも複数世帯・単

数世帯により金額の差異あ

り。 

災害が

発生し

たその

都度 

市・県・国の 

制度 

地域福祉課 
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負  担  の  軽  減  等  一  覧  表 

 
  （令和７年４月１日現在） 

区  分 内      容 対  象  者 手 続 き 

所得税の軽減 令和５年分所得税について 

障がい者は、自身の障がい程度により、障害者控除

270,000 円又は特別障害者控除 400,000 円が所得から

控除 

障がい者を扶養する方は、被扶養者の障がい程度によ

り、障害者控除270,000円又は特別障害者控除400,000

円が所得から控除 同一生計配偶者又は扶養親族が特

別障がい者に該当し、かつ納税者又はその配偶者若し

くは納税者と生計を一にするその他の親族いずれかと

の同居を常況としている場合は、同居の加算額として

350,000円が所得から控除 

身体障がい者、知的障が

い者、精神障がい者、ね

たきり老人及び戦傷病

者のいる家庭 

勤務先の事業所

で年末調整又は

半田税務署で所

得税の確定申告

（証明書の提

出、手帳の提示） 

地方税 

（市民税県民税） 

の軽減 

令和７年度市民税県民税について 

障がい者は、自身の障がい程度により、障害者控除

260,000 円又は特別障害者控除 300,000 円が所得から

控除。また、前年分の所得が 1,350,000 円以下の障が

い者は、市民税県民税は非課税 

障がい者を扶養する方は、被扶養者の障がい程度によ

り、障害者控除260,000円又は特別障害者控除300,000

円が所得から控除 

同一生計配偶者又は扶養親族が特別障がい者に該当

し、かつ納税者又はその配偶者若しくは納税者と生計

を一にするその他の親族いずれかとの同居を常況とし

ている場合は、同居の加算額として 230,000 円が所得

から控除 

同上 税務課で市民税

県民税の申告

（証明書の提

出、手帳の提示） 

 

※上記所得税の

軽減手続きを行

っていれば、税

務課での手続き

は不要 

自動車税環境性能割

及び軽自動車税環境

性能割の減免 

一定の要件に該当する身体障がい者及び戦傷病者が自

ら運転する自動車並びに重度の身体障がい者及び戦傷

病者又は知的障がい者、精神障がい者のために当該障

がい者と生計を一にする者が運転する自動車を取得し

た場合（重度身体障がい者で年齢18歳未満の者、又は

知的障がい者、精神障がい者と生計を一にする者が当

該自動車を取得した場合を含む。）における当該自動車

の取得にかかる税が減免 

身体障がい者 

知的障がい者 

精神障がい者 

戦傷病者 

名古屋東部県税

事務所（手帳及

び運転免許証の

提示､本人及び

運転者の住民

票） 
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区  分 内      容 対  象  者 手 続 き 

自動車税種別割及び

軽自動車税種別割の

減免 

減免される要件 

①一定の要件に該当する身体障がい者、知的障がい者

精神障がい者又は戦傷病者が所有し、それらの者が運

転する軽自動車の保有に係る税を減免 

②一定の要件に該当する身体障がい者、知的障がい者、

精神障がい者又は戦傷病者が所有（年齢が 18 歳未満

の重度身体障がい者、知的障がい者又は精神障がい者

と生計を一にするものが所有する場合を含む。）し、

それらの者と生計を一にする者又はそれらの者（身体

障がい者、知的障がい者、精神障がい者又は戦傷病者

のみで構成される世帯の者に限る。）を常時介護する

者が運転する軽自動車の保有にかかる税を減免 

同上 【自動車税種別

割の場合】 

知多県税事務所 
 

【軽自動車税種

別割の場合】 

税務課 
 

※手帳及び運転

免許証の提示。

毎年 5 月末（休

日及び祝祭日の

場合はその翌

日）の自動車

税・軽自動車税

種別割の納期限

までに必要書類

と共に申請が必

要。 

郵便料の免除 点字出版物郵便は無料 視覚障がい者 郵便局 

福祉タクシー料金の

助成券の交付 

①重度障がい者に初乗料金を助成（自動車税の減免を

受けている人と人工透析通院費助成者は除く。）する

ためのタクシー券を交付 

年間２４枚（リフト付きは年間12枚） 

 

②要介護３・４・５認定者に、リフト付タクシー券を

交付 

  年間２４枚 

重度身体障がい者 

重度知的障がい者 

 

 

要介護３・４・５認定者 

高齢障がい支援

課 

タクシー初乗り料金

の助成券の交付 

市内在住かつ在宅の８５歳以上の高齢者にタクシー初 

乗り料金の助成券を交付。 

  年間２４枚 

８５歳以上の者 高齢障がい支援

課 

ＪＲ運賃の割引 割引率は５割 

①普通乗車券 

第１種障がい者は単独又は介護者とともに、第

２種障がい者は単独で乗車する場合（単独の場合

は１００kmを超える区間に限る） 

②定期乗車券 

第１種障がい者及び１２歳未満の第２種障がい

者が介護者とともに乗車する場合 

③回数乗車券、急行券 

第１種障がい者が介護者とともに乗車する場合 

身体障がい者  

第１種・第２種 

知的障がい者  

第１種・第２種 

精神障がい者 

 第１種・第２種 

ＪＲ 

ＪＲ無賃乗車船券類

引換証（特急・急行

券）の交付 

交付枚数は、障がいの程度によって異なります。 特別項症から第４目症

までの戦傷病者 

ＪＲ 
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区  分 内      容 対  象  者 手 続 き 

ＪＲ定期運賃の割引 通勤定期運賃３割引（通学定期は対象外） 児童扶養手当受給世帯 こども若者支援

課で証明発行 

私鉄運賃の割引 各私鉄で定める 身体障がい者 

知的障がい者 

精神障がい者 

各私鉄営業所 

航空旅客運賃の割引 各航空会社で定める。 身体障がい者 

知的障がい者等 

各航空会社支

店、営業所及び

指定代理店 

有料道路通行料金の

割引 

通勤、通学、通院等の日常活動のため有料道路を通行

する場合 

①適用範囲…全都道府県 

②割引率…５０％以内 

 

(1) 自ら運転をする場

合…身体障がい者

（障がい程度及び

部位は問わない。） 

(2) 介護者が運転をす

る場合…第１種身

体障がい者、第１種

知的障がい者 

高齢障がい支援

課 

ＮＨＫ受信料の免除 全額免除 

・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手

帳を持っている方がいる世帯で、世帯員全員が市民税

非課税であること。 

半額免除 

・視覚・聴覚障がい者及び１～２級の身体障害者手帳

又はＡ判定の療育手帳又は１級の精神障害者保健福

祉手帳所持者及び第１款症（旧７項症）以上の戦傷病

者が世帯主の場合（ただし、戦傷病者については県障

がい援護課長が認める場合） 

身体障がい者 

知的障がい者 

精神障がい者 

戦傷病者 

 

高齢障がい支援 

課 

身体障がい者用 

自動車改造費の補助 

上肢、下肢、体幹機能障がい者が就労等のために自動

車を運転する場合、その自動車の改造に要する経費を

補助する。（※所得制限有）  限度額…100,000円 

身体障がい者 高齢障がい支援

課 

住宅のバリアフリー

改修に伴う固定資産

税の減額 

新築された日から１０年以上経過した住宅で、一定の

要件を満たした場合には、令和８年度分の対象住宅に

係る固定資産税額の３分の１に相当する額を減額。工

事完了後３か月以内に申告が必要 

減額措置の適用は一回限り 

《要件の概要》 

①１戸当たりのバリアフリー改修工事費の自己負担額

が５０万円超 

②申告時に、６５歳以上の方、要介護・要支援者、障

がい者のうち、いずれかに該当する方が居住している

こと。 

③浴室、便所の改修、手すりの設置、段差解消等の住

宅改修工事が行われていること。 

④改修後の住宅の床面積が５０㎡以上２８０㎡以下で

あること。 

⑤令和７年１２月３１日までに工事が完了している 

こと。 

住宅の持ち主 税務課 


